
 
 

 

所得税を源泉徴収する義務のある給与支払者（事業主）は、アルバイト、

パート、役員等を含むすべての受給者（納税義務者）から個人住民税を特別

徴収（給与天引き）することが法令で義務づけられております。 
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千 円 人 従人 内 人 従人 人 従人 人 従人

円 内 千 円 千 円 千 円 千 円

（電話）

64 100

11

31 000 734 556 71 867 33

住宅借入金等特別控除の額地震保険料の控除額生命保険料の控除額社会保険料等の金額特定親族特別控除の額

3 8 0 0

　　配　偶　者 （特　

別）

　　控　　除　　の　　

控除対象扶養親族の数

(配偶者を除く。)
特　　定 老　　人 そ の 他 特親

1 1 (右詰で記載してください。)

住所（居所）

又は所在地 ○○県××市△△１－２－３

氏名又は名称 株式会社○×商事
000—000—0000

1 1 1 1 1 1

56 8 #

支

　

払

　

者

個人番号又は

法人番号 1 1 1 1 1

○ 7 12 20 昭和

日 元号 年 月 日
（

市

区

町

村

提

出

用

）

寡

 

婦

ひ

と

り

親

勤

労

学

生

中 途 就 ・ 退 職 受給者生年月日

就職 退職 年 月

未

成

年

者

外

国

人

死

亡

退

職

災

害

者

乙

　

欄

本人が障害者

特

別

そ

の

他

個人番号

（フリガナ） 区

分氏名 氏名4

（フリガナ）
区

分 4

個人番号

個人番号

５人目以降の１６歳未満

の扶養親族等の個人番号

個人番号

区

分氏名 氏名3

（フリガナ） 区

分 3

（フリガナ）

個人番号個人番号

区

分氏名 氏名

8

2

（フリガナ） 区

分 2

（フリガナ）

2 3 4 5 6 73 4 5 6 個人番号 7

５人目以降の控除対象

扶養親族の個人番号氏名 鈴木　太郎 氏名 鈴木　葉子

個人番号 5 6 7 8 16

歳

未

満

の

扶

養

親

族

1

（フリガナ） スズキ　ヨウコ 区

分

8 9 0 1
控

除

対

象

扶

養

親

族

1

（フリガナ） スズキ　タロウ 区

分

9 0 1 2

4 基礎控除の額
円 所得金額

調整控除額

円8 9 0 1 2 3

氏名 鈴木　花子

850,000
19,600

個人番号 3 4 5 6 7

配偶者の

合計所得

円
国民年金保険

料等の金額

円
旧長期損害

保険料の金額

円

210,000

(源泉・特別)

控除対象

配偶者

（フリガナ） スズキ　ハナコ 区

分

月 日 住宅借入金等

特別控除区分（２回目）

住宅借入金等

年末残高（２回

目）

円

日 住宅借入金等

特別控除区分（１回目） 住（特）
住宅借入金等

年末残高（１回

目）

円

Ｈ29 7 20 21,000,000住宅借入金

等特別控除

の額の内訳

住宅借入金等

特別控除適用数 1
居住開始年月

日（１回目）

年 月

住宅借入金等

特別控除可能額

円 居住開始年月

日（２回目）

年

円
新個人年金

保険料の金額

円
旧個人年金

保険料の金額

円

78,382 49,084

生命保険料

の金額の

内訳

新生命保険料

の金額

円
旧生命保険料

の金額

円
介護医療

保険料の金額

(摘要)

普Ｆ

000

千

1

人 人

0 0

人 内 人

その他

有 従有

者の有無等 老人 特　　別

0

(源泉)控除対象配偶 １６歳未満

扶養親族

の数

障害者の数

（本人を除く 。）

非居住者

である

親族の数

32 0 7 9 4 21 6 0 07 3 3 6

千 円

4 7 5 5 0 1

千 円 千 円 内

種　　　　　別 支　払　金　額
給与所得控除後の金額

(　調　整　控　除　後　）
所得控除の額の合計額 源 泉 徴 収 税 額

給料 ・ 賞与
内 千 円

2

（役職名）

氏
名

（フリガナ） 　　　　　スズキ　イチロウ

鈴木　一郎

2 2 2 2 2 2（個人番号） 2 2 2 2 2
支　払

を 受け

る　者

住

　

　

所

※区分 （受給者番号） １２３４５６

○○県××市△△３－２－１

 
 

給
与
支
払
報
告
書
（

個
人
別
明
細
書
）

※ ※種　　　別 ※整　理　番　号 ※

８

 
ん 
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追　　加

訂　　正

〇〇市　長殿

令和８年度（令和７年分）給与支払報告書（総括表）

令和　　８年　　１月　２２日提出
給 与 の 支 払 期 間 令和７年１月分から１２月分まで

給　与　支　払　者　の
個人番号又は法人番号

1

フ リ ガ ナ カブシキガイシャ〇×ショウジ
事 業 種 目 サ ー ビ ス 業

給 与 支 払 者 の
氏 名 又 は 名 称

株式会社○×商事

所得税の源泉徴収
をしている事務所
又 は 事 業 の 名 称

５０人

普通徴収対象者
（退職者を除く）

1

受 給 者
総 人 員

1 1 1 11 1 1 1

株式会社○×商事

1 1 1

フ リ ガ ナ ○○ケン××シ△△１－２－３ 普通徴収対象者
（退職者） １人

13人報
 
告
 
人
 
員 報告人員の合計

同 上 の 所 在 地
〒012-3456
○○県××市△△１－２－３

給 与 支 払 者 が
法 人 で あ る 場 合
の 代 表 者 の 氏 名

代表取締役　特徴　太郎

連 絡 者 の 氏 名 、
所 属 課 、 係 名
及 び 電 話 番 号

　　人事　課 人事労務 係
氏名　特徴　花子
(電話　000-000-0000)

指　定　番　号

給 与 の 支払 方法
及 び そ の 期 日

口座振込，毎月１０日

関与税理士等の氏名
及 び 電 話 番 号

12-34567

氏名　〇〇税理士事務所
　　　〇〇　〇〇
(電話029-〇〇〇-×××

納入書の送付 必要 ・ 不要

１人

〇〇税務署
所 轄
税 務 署 名

特別徴収対象者

1５人

２月２日までに提出してください。

提出は、Ａ５サイズで１枚です。
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〇〇市 指 定 番 号

符　号 人　数

普A 人

普B 人

普C 人

普D １人

普E 人

普F １人

２人

○

○

○

退職者又は退職予定者（５月末日まで）及び休職者

普　通　徴　収　切　替　理　由　書

市区町村名 12-34567

事 業 者 名 株式会社〇×商事

普　通　徴　収　切　替　理　由

合　　計

　普通徴収とする場合は、個人別明細書の摘要欄に該当する符号（普A、普Bなど）
を記入してください。

  符号「普Ｆ」欄の休職者とは、休職により４月１日現在で給与の支払を受けていな
い場合に限ります。

　この普通徴収切替理由書の提出がない場合、原則どおり、特別徴収対象者となり
ます。

総従業員数が２人以下
（下記「普B」～「普F」に該当する全ての（他市区町村分を含む）従業員数を差し引いた人数）

他の事業所で特別徴収

給与が少なく税額が引けない（住民税非課税の場合など）

給与の支払が不定期（例：給与の支払が毎月でない）

事業専従者（個人事業主のみ対象）

② 

① 
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（宛先）　●●　市町村長

　　　　　　年　　　　月　　　　日

代 表 者 の
職 氏 名

電話番号 　　　　　－　　　　　　－　　　　　　

　　　特別徴収税額の納期の特例に関する承認申請書

    　地方税法第３２１条の５の２及び●●市町村条例第▲▲条の▲の規定により、特別徴収税額の納期の特例について
　承認を受けたいので申請します。

所   在   地
( 住　   　　所 )

フ  リ  ガ  ナ

名 　　　  称
( 氏   　　　名 )

法 人 番 号 担
当
者

（連絡先）

特別徴収義務者

指 定 番 号
※市町村ごと
に異なります

（氏   名）

　　申請の日前６か月間の各月末の常時
　　給与の支払を受ける者の人員及び
　　各月の支払金額

　※賞与等の臨時の給与の金額を含む。

　※●●市町村以外の全市町村を含む、
　 　事業所全体の人員及び支払金額
　
　※臨時勤務者分がある場合は、常時給与
　　 の支払を受ける者の分とは別にして
　　 ２段書き（上段に記載） にしてください。

月　区　分 給与支払人員 給 与 支 払 額

（臨 時 　　　　人 ） （　　　　　　　　　　　　　円 ）

年  　　  月   常 時 　　　　人 円　

年  　　  月   常 時 　　　　人 円　

（臨 時 　　　　人 ） （　　　　　　　　　　　　　円 ）

関 与 税 理 士

署 名

（連絡先）

特例の適用を受けようとする税額 　　　　　　　　年　　　　月以後　の特別徴収税額

（臨 時 　　　　人 ） （　　　　　　　　　　　　　円 ）

年  　　  月   常 時 　　　　人 円　

（臨 時 　　　　人 ） （　　　　　　　　　　　　　円 ）

年  　　  月   常 時 　　　　人 円　

　市町村に係る徴収金に滞納がある場合において、
　それがやむを得ない理由によるものであるときは、
　その理由の詳細

　申請の日前１年以内に納期の特例の承認を取り
　消されたことの有無及び取消年月日

有　（　　　　　年　　　月　　　日承認取消）　　・　　無

（臨 時 　　　　人 ） （　　　　　　　　　　　　　円 ）

年  　　  月   常 時 　　　　人 円　

（臨 時 　　　　人 ） （　　　　　　　　　　　　　円 ）

年  　　  月   常 時 　　　　人 円　

受付印
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 １．入社　　　２．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

現在の住所

〒　　　　　― ※ １月１日現在の住所と違う場合に記入してください。

月　 割　 額
の　 連　 絡

　必要な場合のみ記入してください。

 　　　　　　月　　　　　日　までに通知書が必要

 ※ 通知書が間に合わない場合のみ電話連絡します。

　※ 普通徴収の納期限を過ぎたものは、特別徴収への

生 年 月 日 　　昭 和　 ・  平成　　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日　
　　　切替ができません。

特 別 徴 収
開始予定月

 　　　　　　月分 （　　　　　月　　　　　日納期分） から

１月１日現在
の　住　所

〒　　　　　―

 特別徴収を開始します。

届 出 理 由

　　　　　　　―　　　　　　　 ―個人番号又は

法人番号

給
与
所
得
者

フ リ ガ ナ 旧　　姓

普 通 徴 収
切 替 期 別

　期別を○で囲んでください。

氏　　　　名
　〔 　１　・　２　・　３　・　４　 〕 期  以降を切替希望

氏名代表者の
職氏名（宛先） ●●市町村長 ）

電話

特別徴収義務者

指　定　番　号

※市町村ごと

に異なります

　　　 年　　　 月　　　 日 特
別

徴
収

義
務

者

 新規の場合、納入書 （　要　・　不要　）
フリガナ

名　 称
（氏 名）

担当者
連絡先

係

市町村使用欄特別徴収切替届出（依頼）書

給
与
支
払
者

（

所在地
（住 所）

〒　　　　　　―

提出

市町村使用欄特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書

給
与
支
払
者

所在地
（住 所）

〒　　　　　　― ※ 届出時点での所在地・名称を記入してください。 ※市町村ごと

に異なります

（

特

別

徴

収

義

務

者

　　　 年　　　 月　　　 日

担当者
連絡先

係名   称
（氏 名）提出

（宛先） ●●市町村長 個人番号又は

法人番号

）

特別徴収義務者

指　定　番　号

氏名代表者の
職氏名

電話 　　　　　　　―　　　　　　　 ―

◆　誤読を避けるため、必ずフリガナを記入してください。

変更年月日 　　　　　　 年　　　　 月　　　　 日◆　代表者のみの変更の場合は、提出不要です。

事         項 変　更　前　（　旧　）　　　　※ 変更項目のみ記入してください。 変　更　後　（　新　）　　　　※ 変更項目のみ記入してください。

（ 該当番号に○ ）   ７．合併による変更 【下欄を記入してください。】　　　　 ８．分割による変更 【下欄を記入してください。】　　　　 ９．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

フ  リ  ガ  ナ

所   在   地
（送   付   先）

〒　　　　　　― 〒　　　　　　―

フ  リ  ガ  ナ

名         称

電 話 番 号 　　　　　　　　―　　　　　　　　　―　　　　　　　　　　　　（内線　　　　　　　　　　） 　　　　　　　　―　　　　　　　　　―　　　　　　　　　　　　（内線　　　　　　　　　　）

 変 更 理 由
  １．事務所等移転　　  ２．送付先変更　　  ３．社名（名称）変更　　  ４．法人成り　　  ５．個人事業化　　  ６．給与事務の統合 【下欄を記入してください。】

電話番号 　　　　　―　　　　　　　　―　　　　　　　　　　（内線　　　　　　　　　）指定番号
※市町村ごと
に異なります

法人番号  ３．旧特別徴収義務者の指定番号を継続使用する。

統
合
・
合
併
・
分
割
さ
れ
る
事
業
所

所  在  地
〒　　　　　　―

  １．指定番号を新規に取得する。

※ 別途、給与所得者異動届出書を必ず提出してください。
フ リ ガ ナ

  ２．統合・合併・分割先の指定番号を使用する。
名　　　称

※ 別途、給与所得者異動届出書を必ず提出してください。

指定番号
※市町村ごと

に異なります
特別徴収義務者

指定番号

※市町村ごと

に異なります

統
合

・

合
併

・

分
割
後
の
指
定
番
号
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十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

ついて申告します。

人　

特
別
徴

収
義

務
者

法人番号
又は

個人番号

地 方 税 法 第 50 条 の５ 及 び 第 328 条 の ５ 第 ２ 項 の規

定 によ り 上記 のと おり 分離 課税 に係 る所 得割 の納 入に

平成　　　年　　　月　　　日提出　

市町村民税

道府県民税

住所(居所)

又は所在地

氏　　　名
又は名称

市町村民税
道府県民税

納入申告書

特別徴

収税額

退 職 手 当 等
支 払 金 額

平成 　　年　 　月分 人員

（受付印）　　　　　　　市町村長殿
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電話番号

市町村課 税政グループ 029-301-2481

賦課グループ 029-301-2429

徴収対策・査察室 029-301-2446

担当部署名

茨城県
税務課

電話番号

029-221-4800

0294-80-3311

0299-72-0483

029-822-7212

0296-24-9192筑西県税事務所課税第一課

担当部署名

水戸県税事務所課税第一課

常陸太田県税事務所課税第一課

行方県税事務所課税第一課

土浦県税事務所課税第一課

担当部署名 電話番号 担当部署名 電話番号

あ 阿見町 税務課 029-888-1111 た 高萩市 税務課 0293-23-2115

い 石岡市 税務課 0299-23-1111 ち 筑西市 市民税課 0296-24-2111

潮来市 税務課 0299-63-1111 つ つくば市 市民税課 029-883-1111

稲敷市 税務課 029-892-2000 つくばみらい市 税務課 0297-58-2111

茨城町 税務課 029-292-1111 土浦市 課税課 029-826-1111

う 牛久市 税務課 029-873-2111 と 東海村 税務課 029-282-1711

お 大洗町 税務課 029-267-5111 取手市 課税課 0297-74-2141

小美玉市 税務課 0299-48-1111 利根町 税務課 0297-68-2211

か 笠間市 税務課 0296-77-1101 な 那珂市 税務課 029-298-1111

鹿嶋市 税務課 0299-82-2911 行方市 税務課 0299-72-0811

かすみがうら市 税務課 0299-59-2111 は 坂東市 課税課 0297-35-2121

神栖市 課税課 0299-90-1134 ひ 日立市 市民税課 0294-22-3111

河内町 税務課 0297-84-2111 常陸太田市 税務課 0294-72-3111

き 北茨城市 税務課 0293-43-1111 常陸大宮市 税務徴収課 0295-52-1111

こ 古河市 市民税課 0280-22-5111 ひたちなか市 市民税課 029-273-0111

五霞町 町民税務課 0280-84-1111 ほ 鉾田市 税務課 0291-33-2111

さ 境町 税務課 0280-81-1300 み 水戸市 市民税課 029-224-1111

桜川市 税務課 0296-58-5111 美浦村 税務課 029-885-0340

し 下妻市 税務課 0296-43-8192 も 守谷市 税務課 0297-45-1111

常総市 課税課 0297-23-2111 や 八千代町 税務課 0296-48-1111

城里町 税務課 029-288-3111 ゆ 結城市 税務課 0296-32-1111

た 大子町 税務課 0295-72-1116 り 龍ケ崎市 税務課 0297-64-1111

市町村 市町村


